団体徴収金及び学校徴収金について
　「義務教育無償の原則」は日本国憲法・教育基本法・学校教育法で謳われています。
　また、学校施設の維持や運営にかかる経費は、学校教育法により「設置者負担主義」が掲げられており、学校の設置者である市町村が負担することとされています。
　「授業料の無償」は過去の判決により、「教科書の無償」は国の教科書無償給付制度により明確です。
　しかしながら副読本や教材購入にかかる経費等は各市町村によって一様ではなく、給食費、校外学習費の一部は「受益者負担の原則」により、保護者負担とされています。
　設置者である市町村が負担する経費を「公費」あるいは「学校予算」と呼称する一方、保護者が負担し学校で会計の事務処理がされている経費を「私費」と区分し、「団体徴収金」及び「学校徴収金」（以下「学校徴収金等」という。）と呼称しています。
　団体徴収金とは、児童生徒の教育を充実し、学校教育が円滑に行われることを目的として組織された団体の会費及びその他の徴収金をいいます。また学校徴収金とは、学校が学校教育のために、学校又は学級等の教育活動集団を単位として、定額を児童生徒から徴収する本来生徒に直接還元される性格の経費をいいます。（県教委通知より抜粋→Ｃ３）
　そのため、各学校においては総合的な観点に立って、学校徴収金等の適正かつ効率的な執行を図るとともに、公費に準じた適正な会計処理を行い、保護者に対して十分な説明と報告を行う責務があります。
　各学校では、校内における「団体徴収金及び学校徴収金事務取扱要領」等を作成し、適正かつ効率的な校内会計の執行を図るべきです。
